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はじめに：取引費用最小化論等の位置づけ：市場の役割、企業の役割、政府の役割
　筆者はこれまで、「取引費用の最小化モデル」を構築し、このモデルのメカニズムを最大限
に機能させた「ポスト・フォーディズム型垂直統合組織」、さらに現実の市場競争を描写する
ものとしての「現代の市場競争 I、II、III 型」を提唱してきたが、これらを「完全競争」市場
の想定する経済との対比で一般的に論じ、特にイノベーション創発における企業組織の役割
について、体系的に整理する必要があると感じていた。このような整理をしてみると、イノ
ベーション創発企業の存在余地が、論理的にあり得ないことになる完全競争モデルは、その
ままでは現実の経済課題を分析するには、不適合である。現在、我々が切実に希求している
もの、すなわち、イノベーションに基づく経済成長をいかに効率的に実現していくか、その
成果としての所得をいかに適切に配分し、イノベーションに基づく成長を、公平かつ持続可
能なものにしていくか、という最も重要な課題を検討する際には、完全競争モデルは、その
ままでは答えを与えないことを、強く認識すべきである。この点を強く強調する理由は、イ
ノベーションによって成長する現実の経済は、本稿で論ずるように、完全競争モデルとは、
大きく異なる論理構造・メカニズムを持つものでありながら、完全競争市場こそ、理想の経
済の姿であるという価値観は、政策担当者、研究者等の間に根強く、存在しているためであ
る。このことが政策決定に当たって様々な混乱を生ずる。本稿の目的は、イノベーションに
よる経済成長を持続可能なものにするメカニズムを、明らかにし、上記の、現下の最重要課
題に応えることである。
　本稿は、第一に、市場と企業の役割・関係を現実の経済と完全競争市場の想定する経済と
の対比で論じ、完全競争でない経済からしか、イノベーションは生じないこと、その場合、
個としてではなく、組織としての企業の在り方が大きな意味を持つことを明らかにする。第
二に、「供給者独占」、「供給者寡占」、「価格よりも品質に重点を置いた市場競争」および「品
質よりも価格に重点を置いた市場競争」等の様々な市場競争が、取引対象となる財・サービ
スの特性の変化に応じて、重層的に並存するのが、イノベーションによって成長する経済の
常態である、ことを論ずる。第三に、多様な市場競争の在り方に応じて、政府・公的機関の
国際政経論集（二松學舎大学）第 23 号，207 年３月
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役割もそれによって必然的に変遷するものであることを明確にする。
　本稿の重要なキーワードである市場と企業、および政府・公的機関の関係を、予め整理す
れば、下記の通りである。
①　市場と企業との代替関係と補完関係：現実の経済では、取引費用 i の最小化を目指して市
場取引と企業内取引の組合せを有効に利用できる企業は競争力を発揮する。ここで、市
場取引とは、完全競争市場における取引だけではなく、現実に行われる多様な市場取引
を意味する。（.）で論ずるように、完全競争市場では、企業内取引の余地はない。しか
し、取引対象である財・サービスの資産の特殊性 ii が高まり、売手と買手との間で、情報
の非対称性が大きくなって、市場取引費用が企業内取引費用を大きく上回るようになれ
ば、企業内取引が市場取引にとって代わる（O. Williamson（ウイリアムソン）、図
１iii）。同じく（.）で論ずるように、財・サービスの資産の特殊性に応じて、市場取引
における市場競争の在り方も様々に異なる。このとき、市場取引と企業内取引の有効な
使い分けのためには、企業組織の在り方が重要である。例えば、（2.3）で論ずるように、
市場取引と企業内取引とを巧みに組み合わせて、「資産の特殊性」の高い最終製品および
中間部品の調達に際しての取引費用の最小化を達成した、「ポスト・フォーディズム型垂
直統合組織」であるか、あるいは、標準化された最終製品の価値を決定するコア部分（中
核となるハードの部品や基幹となるソフトウエア）については自ら独占的に供給しつつ
も、最終製品そのものの標準化および量産化に当たっては、市場取引を巧みに利用し、
オープン・イノベーションを最大限に引き出す「垂直分離型企業」であるか等が、企業
の競争力および市場取引と企業内取引のウエイトに、大きく影響する。また、（2.2）で論
ずるように、ある特定産業の市場取引のウエイトが大きいか小さいか、また、企業内取
図１　 利潤最大化企業は費用を最小化しようとして、企業内生産（内製）（特殊度が S＊
よりも大きい場合）か、市場での調達（特殊度が S＊よりも小さい場合）を選ぶ。
（O.Williamson, 　“The Economic Institutions of Capitalism”） 
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引のウエイトが大きいか小さいかは、当該産業においてイノベーションにより創出され
る部分のウエイトが大きいか小さいか、すなわち、当該産業がどの程度、イノベーティ
ブであるか、にもよる。さらに、こうしたイノベーション創発の頻度は、企業組織の在
り方によって、また、市場競争の強度によって、大きく異なる。
②　市場と政府・公的部門との代替関係と補完関係：（.）で論ずるように、市場競争のあり
かたによって、政府・公的部門の在り方もまた大きく異なる。市場競争が完全競争に近
くなれば、政府・公的部門の役割は小さくなる。また、（2.2）で論ずるように、イノベー
ティブな企業が増えるときには、新しいタイプの財・サービスが市場に供給されること
によって、情報の非対称性は拡大し、当該産業内で様々なタイプの競争が生じるので、
それに対応して、産業組織論的視点から競争政策を取る政府・公的部門の役割も拡大す
る。端的に言って、独占化・寡占化が進めば、政府は、合併の禁止・企業分割等の、市
場競争を強めるための施策を講ずる。このため、主に完全競争的な財・サービス市場か
ら構成される経済に比べて、より寡占的・独占的な（よりイノベーティブな場合もある
が）市場の多い経済では、政府・公的部門の役割は、より大きくなる傾向にある。そこ
では、下記③に述べる企業と政府・公的部門との関係が重大になる。
③　企業と政府・公的部門との代替関係と補完関係：一つには、民活・民営化対国有化・国
営化等が大きなテーマとなるが、本稿では、これを直接には対象とせず、イノベーショ
ンを中心に考える。イノベーションを行う企業と政府・公的部門とはアンビバレンツな
関係にある。イノベーション創発に成功して巨大化した企業に対し、政府・公的部門は、
産業組織論的な視点から、こうした企業の市場支配力が過大になり過ぎないように、反
独占的な競争政策を取る。しかし、政府・公的部門は、同時に、イノベーション創発の
促進、産業振興、経済成長の加速等の視点から、企業活動への助成措置等を行う。こう
した政府・公的部門の政策に対しては、完全競争市場の視点から、適否が論じられるこ
とが多いが、本稿で明らかにする現代の市場競争の実態を踏まえて、何を助成し、何を
制約すべきかの、具体的な、一貫性のある政策目標を、まず、構築すべきである。
　本稿の構成は以下の通りである。第 I 章では、我々が生きる現実の経済を、市場競争の多
様性とその背後にある製品のプロダクト・ライフ・サイクルとの関連で述べる。第 II 章では、
完全競争市場のもつ意味と、完全競争市場の強い制約を緩和した時の姿である競争優位のコ
ンセプトを踏まえ、イノベーションと標準化および筆者の提唱する市場競争 I 型、II 型、III
型が、市場と企業との代替関係と補完関係について与える影響について論ずる。第 III 章で
は、企業と政府・公的部門との代替関係と補完関係について論じ、政府・公的部門のイノベ
ーション政策について検討する。第 IV 章は、本稿の結論である。
Ⅰ．現代経済の実相と完全競争市場の想定する静態的な世界
（1.1）市場競争の多様性と情報の非対称性及びイノベーション
　我々が生きている経済がいかに「完全競争市場」から構成される経済とは異なるかを認識
するために、ここで「完全競争市場」について、改めて検討しよう。なお、この検討に当た
っては、（2.）及び（2.2）の論点を、その基盤としている。全ての経済活動が「完全競争市
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場」で構成される経済では、あらゆる財・サービス市場で、個としての生産・供給者（企業）
及び個としての需要者（個人・家計・企業）のみが存在するものと考えられる。これらの市
場では、個としての企業には、供給者としても、需要者としても、企業内取引を行う余地は
ない。言い換えると、事業部門や部・課といった組織及び複数の従業員を持つ企業組織は存
在しない。あくまでも一個人が企業家であり、企業の所有者であり、あらゆる経済取引を、
完全競争市場を通じて行う。（3.）で論ずるように、企業間の取引にしろ、企業対個人の取引
にしろ、どの市場も完全競争市場であるので、取引相手との情報格差を利用して、取引相手
をだますという意味での「機会主義的行動」の余地はなく、したがって、精緻で詳細な法体
系も契約書も、弁護士も裁判所も必要なく、衡平で公正な取引の概念を定めた簡素な法体系
と個々の経済取引の概要（取引数量・金額等）を定めた簡素な契約書があれば十分である。
この時、政府・公的部門は存在するとしても、最小限の機能を果たせばよいだけの極小な存
在となる。何故なら、現実の経済取引につきものの機会主義的行動に起因する様々な紛争は、
完全競争市場モデルの課す強い前提条件（（2.2）で詳細に論ずる）により、全く存在しえない
からである。すなわち、こうした完全競争市場の経済では、上記①−③の代替・補完関係は
存在しない（あるいはほとんど存在しない）ので、想定する必要はない。
しかし、ここで留意すべき重大な事項がある、こうした経済では、新規の財・サービスを
開発して新製品の市場を創出するという、イノベーション創発のモチベーションも存在しな
い。個としての企業はすべて、現在行っている経済取引によって、望みうる限りの利潤最大
化をノーリスクで「既に」達成しており、同時にいかなる超過利潤も得ていない。従って、
ことさら、新たにリスクを冒してイノベーション創発を試みる合理的理由を一切、持たない
し、そうした能力もない。すべての取引が「完全競争市場」で形成される経済はイノベーシ
ョンとは無縁であり、イノベーションによる成長も存在しえない。いいかえると、すべて「完
全競争市場」で形成される、「成熟した」経済は、（一定の高所得水準で）「定常状態」にあり
続ける。これは一種の静態的な経済であり、ゼロ成長の世界である。こうした経済は現実に
は存在しないかもしれないが、現在、日本も含め、先進国とみなされる国々が「イノベーシ
ョンによる成長」の機会を喪失した時の将来の姿を暗示するものではある。
一方、周知のとおり、現実の経済は、様々なタイプの市場から構成される。また、幸いに
して多くのイノベーションの機会・可能性に恵まれている。すべての財・サービスの競争は、
品質と価格の両面から行われる。価格（競争）よりも品質（競争）の方が、より重視される
市場もあれば、逆に、品質よりも価格が、より重視される市場もある。本稿では、簡単化の
ために、前者を「ファースト・ベスト市場」、後者を「セカンド・ベスト市場」と定義する。
産業組織論的には、（市場構造の視点から）売手と買手の数によって、売手（買手）独占、売
手（買手）寡占等の識別があるが、これについては、プロダクト・ライフ・サイクルとの関
係で、（.2）で述べる。
（1.2）プロダクト・ライフ・サイクルと市場の多様性
多くの場合、先に述べた「ファースト・ベスト市場」は、「セカンド・ベスト市場」に向か
って移行・転化していきやすい。このプロセスは、R. Vernon（ヴァーノン）によって提唱さ
れた「プロダクト・ライフ・サイクル仮説」iv における、製品の一生に明示されている
最初に、最も先進的な企業によって、イノベーション（ヘンダーソン・クラークの提示し
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たイノベーションの概念では、「革新的イノベーション」v）によって創発された新しい財・サ
ービスは、まさに新市場を創出する。この市場への供給者が、イノベーションを行った企業
一社のみであれば、これは典型的な供給者独占の市場である。
もし「この新市場に将来性がある」と、潜在的なライバル企業が考えれば、より低価格の
類似品・模倣品を開発して、当該市場に参入する。数社の参入者が、これに成功すれば、供
給者独占市場は、供給者寡占市場に転ずる。供給側の増産と若干の価格低下により、需要サ
イドで、新製品のコンセプトが浸透し、需要層が広がれば、一層の低価格志向が強まる。そ
れに対し、類似品・模倣品を供給する企業の数が増えれば、市場への供給能力は増大する。
さらに、価格競争力を強化するために、デファクト・スタンダードやデジュール・スタンダ
ードの確立等によって標準化が進み、一定品質を保証すると同時に、規模の経済を可能な限
り達成するための努力が行われ、低コスト化・低価格化が進行する。これはグローバルな需
要創出につながる。この相互作用が「需要・供給両面での汎用品化」である。これが進めば、
最終的に（標準化された）一定品質の下で、激しい価格競争が行われるという意味で、「完全
競争」に似た価格競争の局面を迎える。　
しかし、よく考えてみれば、こうした「一定品質の下での激しい価格競争」は、（2.3.2）で
述べる「現代の市場競争 III 型」というべきものであり、「完全競争」とは似て非なるもので
ある。「現代の市場競争 III 型」における供給者は第 II 章で論ずる、「完全競争」市場における
個としての企業、個人事業者ではなく、ハイリスク・ハイリターンの大規模設備投資を速や
かに決断し、これを実行して、標準化された製品の大規模生産による規模の経済を実現する
能力を持つ巨大企業である。例えば台湾企業である鴻海、韓国企業であるサムスン等がこれ
にあたる。こうした巨大企業は、設備投資競争に成功して、一層の設備投資や研究開発投資
を進める場合もあるし、失敗して、企業破綻に至る場合もある。
一点、留意すべきは、すべての財・サービス市場が、こうした急激な需要・供給両面から
の汎用品化を経験し、直ちに、「現代の市場競争 III 型」に至るとは限らないことである。
特に（2.3.）で論ずるように、需要面での汎用品化、すなわち、一定の品質保証の上での低
価格志向化が、常に急速に進むとは限らず、自動車産業にみられるように、世界市場におい
て、いくつかの大規模企業が、各々の差別化された最終製品の市場を、相当期間にわたり確
保することもあり得る。これは「現代の市場競争 I 型」というべきものである。こうした国際
的な寡占企業間で、品質面および価格面で、ある程度の競争が行われれば、「漸進的・持続的
かつ事後的でボトムアップの革新的イノベーション」（「持続的な革新的イノベーション」）vi が
誘発され、これが当該市場の拡大にも資する。
また、（2.3.）で論ずるように、たとえ、最終製品の需要の汎用品化が急速に進んでも、当
該最終製品の価値を決定する主要部品等の供給は、独占的に行われるとすれば、そこでは、「現
代の市場競争 II 型」が行われる。ここでは当該最終製品を創出するにあたり、この最終製品の
価値を決定する主要部品等については、自社のみが独占的に開発し、供給するような「急進的
かつ事前的なトップダウンの革新的イノベーション」（「急進的な革新的イノベーション」）vii を
行うことが決定的に重要となる。同時に自社が独占供給する部分以外は可能な限り標準化を
図り、「破壊的イノベーション」vii を自社並びに自社の提携企業で行うことによって、標準化
された部分（最終製品および中間財）については、上記の「現代の市場競争 III 型」を推進す
ることが、「現代の市場競争 II 型」成功の要点となる。
−  −
上記の「現代の市場競争 I、II、III 型」のいずれにおいても、売り手と買い手との間の情報
の非対称性（を引き起こすこと）が、超過利潤の重要な源であり、次世代の革新的イノベー
ションのモチベーションともなり、資金源ともなる。その詳細については、（2.3）で論ずる。
こうした現代経済の姿は、成長の契機を持たない完全競争市場の経済とは、全く異質の世界
であり、市場競争のタイプによって、市場取引のウエイトと企業内取引のウエイトは異なっ
てくる。したがって、完全競争市場を価値基準の根底とする競争政策とイノベーションの促
進という、相反する目標を両立させようとすればジレンマに陥る。
Ⅱ．市場と企業との代替関係と補完関係
（2.1）「競争優位」、「比較優位」と完全競争市場
（2.1.1）「競争優位」と「比較優位」
第 I 章で検討した様々な財・サービスの多様な市場の在り方を考える際に、先の、ウイリ
アムソンの取引費用の経済学や、ヴァーノンのプロダクト・サイクル論と並び、一つの手が
かりとなるのは、M. Porter（ポーター）の「競争優位」の考え方とそれを構成する、 つの
要素である。筆者の理解では、「競争優位」とは、国際経済学における「比較優位」の概念の
根底にある「完全競争市場」の前提を、現実の経済に合わせて、一般化しようとするもので
あり、「競争優位」を構成する、「生産要素条件」、「需要条件」、「競争の程度」、「裾野産業」
の  つの要素（「ポーターのダイアモンド」）とは、完全競争市場の強い前提条件を、緩和し、
一般化するため、考案されたツールであると考えられる。この  要素に関し、完全競争市場
および現実の経済との関係を筆者が整理すると、以下の（）−（）の通りとなる。
なお、国際経済学の「国の比較優位」に対置すべく、ポーターの古典的文献では「国の競
争優位」ix について、論じられているが、ポーター自身の別の論文では、一つの地域に集積す
る産業クラスターの競争力について、当該地域（クラスター）の「競争優位」について論じ
ている x。すなわち、「競争優位」の考え方は、「国」のみでなく、国を構成する「地域」へと
拡張されている。
本稿は、イノベーションを基軸とする動態的な経済の発展を検討するものであるため、一
国および一国内の一地域、あるいは国をまたがる一地域ばかりでなく、一国内または一地域
内の一つの産業・一つの市場を考える際にも、「競争優位」とそれを構成する  要素は、重要
であると考える。
（）生産要素条件：出発点は、完全競争市場を前提とした比較優位である。一国が保有する
さまざまな生産要素、すなわち、資本、労働力、科学技術の蓄積を身に着けた高度人材、
天然資源等のうち、最も多く保有する生産要素の単位当たり生産コストは他の生産要素
のそれよりも低く、当該生産要素を最も集約的に利用する産業が、当該国において最も
強力な国際競争力（価格競争力）を持つ。この考え方は、国の競争優位においても変わ
らない。しかし、ここで注目しなければならないのは、現実の経済では、一国内（およ
び一つの地域内や、一つの産業・市場）の生産要素条件は時系列的に動態的に変化し得
ることである。一国の生産要素条件の動態的変化については、雁行形態的経済発展の論
者の議論が明快である。コロラド大学の小沢輝智は、図２に示すように、一般的に、一
国の所得水準が上昇するにつれて、当該国において最大シェアを保有する生産要素の比
市場の組織、企業の組織、それらのイノベーションへの含意（手島）
− 7 −
率は、銅・鉄・鉛・錫等の金属や原油・ガス等のエネルギー等から成る「天然資源」か
ら、「未熟練労働力」へ、「未熟練労働力」から、さらに、生産能力を体化した生産設備
としての「資本（ストック）」へ、「資本（ストック）」から、最終的に、「高度の科学・
技術（を体化した人材）」へと、変遷し、それにつれて、当該国の比較優位は、天然資源
集約産業から、労働集約産業へ、さらに、資本集約産業へ、最終的には高度な科学・技
術集約産業へと変遷するという考え方を示している。それに応じて、当該国の輸出産業
もその時々の比較優位を反映して変遷する。いわば「動態的な比較優位」ともいうべき
考え方であり、時系列的な変化の可能性を考慮しない静態的な比較優位よりも、より的
確に、日本や東アジア諸国がこれまで経験してきた現実の経済発展を描写している。こ
れに対し古典的・静態的な比較優位は、かつて英国に農産物を輸出し、英国から工業製
品を輸入したアルゼンチンの歴史的な経験にみられる。アルゼンチンは、20 世紀初頭に
は、（貿易の利益によって）当時世界有数の高所得国であったが、農産物輸出国であり続
けた結果、その後、20 世紀を通じて、2 世紀の現在に至るまで、長期経済停滞を経験し
た。静態的比較優位にはこのように、資本豊富国あるいは技術情報豊富国への転換の道
を自ら閉ざし、一人当たり所得増加の可能性を失ってしまう危険性がある。なお、当該
国の比較優位の変遷（動態的比較優位）の中にあって、競争力を失いつつある産業、例
えば労働集約産業において競争力を持つ企業には二つの選択肢がある。一つは、例えば、
自国の労働集約産業の比較優位が競争力を失いつつあるとき、現在、労働集約産業に競
争力を保持する他の国に、海外直接投資を行い、自社の労働集約的事業をこの投資先国
に移管することである。この場合、外国での事業展開というリスクをとらなければなら
ないが、新天地で、労働集約産業において競争力を発揮することにより、自社の固有の
図２　 雁行形態的発展または動態的比較優位に基づく発展（赤松・小島、PC 仮説の R.　
Vernon)（下記は小沢輝智（コロラド大学）図に手島加筆）
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競争力（経営資源）を、生かすことができる。もう一つは、今後、自国が競争力を持つ
と思われる産業に事業をシフトすることである。この場合には、自国の新たな比較優位
を生かすことができるが、これまで培ってきたのとは異なる自社の競争力を新たに構築
しなければならない。但し、フィルムメーカーから化学品・化粧品メーカーに転じた日
本の F 社のように、縮小する現在の市場から退出し、新しい市場を創出するにあたって、
これまで蓄積した様々な情報・技術等を有効に活用することが可能である。また、必ず
しも、国や産業を変える必要がないこともある。ポーターが、農業を事例にして指摘し
ているように、農業は必ずしも労働集約的な産業あるいは土地集約的な産業である必要
はなく、高度な最先端技術の集約産業となることで、生産性を上げることができる xi。こ
こでは、事業の在り方、ビジネス・モデルを変えればよいだけである。いずれにせよ、
経済全体にとって、また、個々の企業経営にとっても、真に重要なのは、動態的比較優
位としての生産要素条件であり、静態的比較優位としての生産要素条件ではない。
（2）需要条件：完全競争市場では、生産要素は常に、完全雇用の状態にある、すなわち、全
ての財・サービス市場において価格メカニズムを通じて、供給量は常に需要される（均
衡価格の下での均衡需要・供給量）と前提しているが、現実はそうでないことの方が、
常態である。すなわち、市場への供給者である企業は、不確実性・リスクを負うことを
容認しつつ、新規の需要を喚起することを目指して、研究開発投資及び設備投資を行い、
新製品の創出、あるいは既存製品の増産等を行う。そこには、実現した供給量が、現実
には、程度の差こそあれ、需要されないリスクを常に内包する。すなわち、当該産業へ
の企業の参入・退出、市場シェアの増減、あるは、新規産業の創出には大きなリスクと
コストを伴う。大規模な垂直統合企業であれば、こうしたリスクおよびコストを自らカ
バーして既存産業に参入（退出）することもあるいは新規産業の創出を試みることも可
能である。また、金融・資本市場に、ハイリスク・ハイリターンを志向する資金供給者
が多く存在すれば、中小規模の企業あるいは、新規起業者でも、既存産業に参入するこ
と、あるいは新規産業の創出を試みることもできる。こうしたリスクおよびコストを負
いながら、参入（退出）する企業が、見込むだけの需要喚起に失敗すれば、当該企業の
破綻だけでなく、産業全体への大きな打撃、さらには当該国経済及び国際的な経済危機
の引き金になることもあり得る。また、同一の財・サービスを供給すると思われた産業
でも、需要条件は、時間の経過とともに変化する。先に、ヴァーノンのプロダクト・ラ
イフ・サイクル仮説にみたように、たとえ、新規市場の創出に成功したイノベーティブ
な新製品であっても、時の経過とともに、この新製品が市場に普及すれば、高付加価値
商品としての需要は次第に飽和する。これに対応するためには、低価格志向の強い、追
加的な需要を喚起すること、すなわち、前述の破壊的イノベーション xii が必要となり、
それによって、製品の標準化による規模の経済の一層の達成を実現し、コスト・価格競
争力を高める必要がある。こうした需要・供給両面からの「汎用品化」は、今や多くの
産業において一大トレンドとなっている。このように、供給能力とは乖離しがちな需要
サイドの動向を精緻に分析することなくして、現代経済の実態を正確に把握することは
できないし、また、企業経営に成功することも難しい。
（3）競争の程度：現実の市場には、売手と買手の間で、又は売手同士、あるいは買手同士の
間で、情報の非対称性が存在し、少なくも、売手または買手の中に、完全な市場情報を
市場の組織、企業の組織、それらのイノベーションへの含意（手島）
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入手していないものが存在する場合が多い。すなわち、全ての売手と買手が市場につい
て、均質の完全情報を持つ、同一品質の財・サービスの価格競争は、普遍的というより
はむしろ、まれである。したがって、売手と買手との間で、又は売手同士、あるいは買
手同士の間で、情報の非対称性を利用して機会主義的に行動するものが多く出現する。
このため、競争は同一品質の財・サービスについての価格競争ではなく、程度の差こそ
あれ、差別化された、異なる品質の財・サービスについての、品質および価格という両
面での競争となる。一つの典型は、類似はしているが差別化された財・サービスの需要
を、可能な限り、低コスト・低価格で、創出するための競争である。品質および価格の
いずれをどの程度、重視するかは、当該産業・市場の需要特性による。上記（2）で述べ
た「汎用品化」がすすむと、競合先企業が供給する財・サービスの多様化・差別化が、
一定品質に収斂し（標準化がすすみ）、その一方、価格競争は、激烈なものになると考え
られる。その一方、新規の財・サービス市場を創出するイノベーションに成功し、これ
に追随する模倣企業が存在しなければ、独占供給が長く続くことになる。ライバル企業
が、類似品の開発に成功しても、先行者の差別化政策が成功すれば、相対的に価格より
も品質を重視した差別化競争が継続することになる。
（）裾野産業：輸送費用や探索費用の削減、さらに、これに加えて、「当該企業が、取引相手
を出し抜いて利益を得るという機会主義的行動によって発生する」狭義の取引費用（本
稿での取引費用は、この狭義の意味で用いる）を可能な限り回避するためには、裾野産
業が充実していることが、重要であると、ポーターは強調している xiii。産業クラスター
のように、一定地域内に、幅広い産業分野の、多くの企業が密集・集積していれば、輸
送費用や探索費用を削減できることは自明である。また、当該地域内での企業間の取引
の頻度が高まれば、必然的に相互の信頼感は増し、こうした信用を裏切ることは直ちに
当該地域内での評判を悪化させるので、機会主義的行動には抑制が働き、取引費用は大
きく削減される。完全競争市場であれば、輸送費用、探索費用、狭義の取引費用はゼロ
になるため、裾野産業の重要性は存在しないが、現実には、こうした諸費用が大きいが
ゆえに、有力な裾野産業を利用できることは企業にとって重要であり、産業クラスター
の意義も大きい。
（2.1.2）完全競争市場の条件とその現実経済における含意
上記にみるように、ポーターの「競争優位」は、完全競争市場の前提の非現実性を強く意
識し、より実体経済の分析に適したツールを開発しようと試みたものと考えられる。ここで
完全競争市場の条件を確認すると、以下の通りである。
（）売手と買手の数が非常に多い：どの売手も買手も市場価格をコントロールできず、同一
品質の製品に関し、最大限の価格競争が行われる。このとき、売手はすべて規模の経済
を達成して、互いに同等の価格競争力を有し、買い手は、十分な所得を持ち、互いに同
等の購買力を持つ。売手は、その各々が、最適な生産規模による規模の経済を達成して
も、市場支配力は持ち得ず、また十分に多数の売手が存在し得るほど、市場の規模は大
きい。
（2）参入・退出の自由：売手は将来の需要も含め、正確に市場動向の予測を行い、自己の利
益を最大化すべく、市場への参入・退出を行うので、常に需要量を完全に把握した供給
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が行われ、供給量は需要量と等しくなる。参入・退出は自由に行われ、そのために特別
なリスクおよびコストは発生しない。
（3）完全な市場情報の入手。機会主義的行動は存在できない：一定品質は確保しているが、
標準化された均質の財・サービスの供給・販売に関する市場取引であるため、売手と買
手の間で、又は売手同士、あるいは買手同士の間で、情報の非対称性は存在せず、売手
も買手も各々が、完全な市場情報を入手している。したがって、売手と買手との間で、
又は売手同士、あるいは買手同士の間で、取引相手との情報の非対称性に乗じて、機会
主義的に行動するものが出現する余地はない。
（）標準化された、一定品質の財・サービスの供給に当たり必要な財（部品・原材料）・サー
ビス（IT ソフトウエア等）は、全て完全競争市場を通じて、調達できる。
　上記で論じた完全競争市場の条件が、現実の経済に対して持つ含意を整理すると以下の通
りである。
（A） 上記（）の条件をクリアーするためには、売手はすべて規模の経済を達成して、同等の
価格競争力を有し、しかも個々の売手が価格支配力を持ち得ないほど、個々の売手の販
売額に比べて、市場規模が大きいことが必要である。その一方、個々の買手は、十分な
所得を持ち、各々同等の購買力を持ち、当該財・サービスは、各々の買手の購買力のほ
んの一部しか構成しないこと、しかも、当該商品の個々の買手の購入規模が、市場に比
べて微小であり、市場価格に影響を与えないことが必要である。いいかえると、高水準
の国民一人当たり資本の蓄積を達成し、最先端の科学技術の蓄積を持ち、大規模で多様
な消費財・サービスの市場を持つ、高度に発達した先進国経済において、全ての財・サ
ービス市場において、十分な規模の経済を達成した無数の個人としての売手と、十分な
購買力を保持する無数の個人としての買手が存在することおよびすべての財・サービス
は、一定以上の品質を満たしつつ完全に標準化されており、全ての経済活動当事者の保
有する情報は完全であることが必要である。
（B） 全ての財・サービス市場において、経済取引の当事者の全てが完全な情報を持っていれ
ば、イノベーションを引き起こす企業が存在しない。あるいは一時的にイノベーション
に成功する企業が出現しても、直ちに需要・供給両面からの汎用品化を生じて完全競争
市場に転ずる。この場合、イノベーションを創発する企業には、何の利益も生じないの
で、イノベーションを引き起こすモチベーションが、企業には存在しない。急速な需要・
供給両面からの汎用品化の下では、イノベーションに伴うリスク・損失は、イノベーシ
ョン創発の利益をはるかに上回るためである。現実には、先進国・新興国・発展途上国
のうちの多く、さらにこれらの国を構成する地域、および、これらの国から構成される
地域（EU 等）の多くが、民間企業のイノベーション創発を、様々な制度、優遇・助成措
置によって奨励し、当該国・地域の経済成長・発展の原動力にしようとしている。実際、
イノベーション創発こそが、経済成長・発展の、究極の原動力である。
（C） 全ての財・サービス市場において、経済取引の当事者の全てが完全な情報を持っていれ
ば、情報の非対称性を自ら作り出し、機会主義的に行動する企業が存在しない、あるい
は、存在しえない。機会主義的行動は、直ちに取引相手に察知され、機会主義的に行動
した企業への信頼感を傷つけ、評判を落とし、ダメージを与えるだけの結果となる。現
実には、どのような財・サービス市場にも何らかの情報の非対称性は存在し、したがっ
市場の組織、企業の組織、それらのイノベーションへの含意（手島）
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て、取引相手の機会主義の結果としての取引費用は常時発生するので、これをどのよう
に削減するかが現実の経済活動における重大なテーマとなる。一つには、（3.）に論ずる
ように、取引に際しての契約を精緻化すること、また、一つには、（2.3）に論ずるよう
に、企業組織の在り方を工夫することが考えられる。また、財・サービスの標準化・汎
用品化によって、情報の非対称性を出来る限り小さくしようとすることも有効である。
（D） 上記（B）と（C）、すなわち、イノベーションと機会主義との識別は微妙な場合もある。
決定的に重要なのは、先進国にせよ、新興国・発展途上国にせよ、現代経済が持続的に
成長していくためにはイノベーションを引き起こす企業の存在が必要不可欠である一方、
競合先を出し抜くという意味では、（B）と（C）は混在しているともいえる。
（2.2）イノベーションと標準化：市場と企業の代替性と補完性の一つの要因
イノベーションによって、新市場を開拓するのは常に企業である。イノベーション創発は
企業競争力の最終的な淵源であり、企業のみがこれを行う。市場は、経済取引の場であり、
経済活動の主体ではないために、市場がイノベーションを創発することはない。（.2）で論じ
たように、新市場開拓時には、新市場を創発したイノベーティブな企業が、当該産業の、独
占的供給者となる。
H.　Chesbrough（チェスブロー）はその著書“Open Innovation”xiv の中で概略、次のよう
に論じている、
「20 世紀初頭、米国巨大企業は、基礎研究から商業化のための応用研究・開発まで、すべ
て、企業内で行った。中央主権的な大規模な研究開発を企業内の中央研究所で行うことによ
って、科学技術知識を蓄積し、基礎研究と新製品の開発についての規模の経済ないしは自然
独占を達成した。これら企業は、それぞれの業界で独占的またはそれに近い地位を利用して、
長期の研究開発計画に沿って研究開発投資を行うことによって、ライバルを排除し、支配的
な地位を保った。これら巨大企業の強みは、①最良の研究設備、②第一級の人材、③長期計
画、④それを裏付ける豊富な研究開発資金であり、素材・工具の開発から、デザイン、製造、
販売、サービス、サポートまで、すべての業務を企業内で行った。これが、高度な垂直統合
体制による研究開発の確立である。
しかし、第二次大戦後の米国政府等の振興政策によりこうした企業外部の、大学や研究機
関等の能力が高まると、外部への研究委託等によるオープン・イノベーションが増加した」
新しいイノベーションが創発されたときには、イノベーションを行った当該企業の外部に
は、これを補完する研究開発能力も、部品調達能力もないために、当該企業が市場の機能を
全て代替し、巨大な垂直統合組織として、これをすべて行う。この場合、あえて市場で部品
調達等を行おうとすれば、適切な調達を行うことはできず、大きなリスクを負うことになる。
これは、イノベーションに成功した巨大企業は、創発した新製品の独占的供給者となり、
その製品の開発・生産に当たっては、当該企業内部の垂直統合組織による企業内取引が大半
を占め、市場取引の範囲は少ないことを意味する。
こうした新産業に、十分な潜在需要があり、イノベーション創発企業による潜在需要の掘
り起こしが行われ、さらに、他企業にも当該新産業の成長力への期待が大きければ、新規ラ
イバル企業が模倣者として参入する。こうした市場の拡大を期待する供給（者）の増加が、
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それに呼応する需要の増加に結び付けば、必然的に当該市場の成長を促す。当該市場の成長
に伴う供給者の増加は、関連裾野産業企業の参入増加も促し、当該産業および関連裾野産業
における競争は、当該産業の需要拡大が、高水準に保たれている限り、高度な競争となる。
但し、ここでの競争は、完全競争市場における、同一品質製品の価格競争ではなく、製品・
部品の品質および価格の両面においてなされる差別化競争である。
生産拡大に伴う規模の経済の達成により、低コスト・低価格が実現されれば、必然的に、
従来よりも低所得層の需要を開拓することになり、製品・部品の標準化が推進されて、一層
の生産拡大と規模の経済の達成、一層の低コスト・低価格が実現される。このプロセスを通
じて、需要・供給両面での標準化・汎用品化が進行し、情報の非対称性は削減されて市場取
引費用は減少する。標準化・汎用品化された財・サービスの競争は、一定品質の下での価格
競争へと収斂していく。
　以上を踏まえて、次の二つの可能性が考えられる。
①　標準化・汎用品化のペースは、イノベーションとの関連で、市場取引と企業内
取引のウエイトに次のような意味を持つ。イノベーションがあまり進まず、新
製品市場の創出が振るわない一方、既存製品（財・サービス）の標準化・汎用
品化が急速に進むときには、当該産業および裾野産業を含む経済全体でみて、
企業内取引の範囲は小さくなり、市場取引のウエイトが相対的に大きくなる。
すなわち、数多くの売手が、規模の経済を達成しながら、標準化された、均一
の製品を供給する。そうした製品の生産に当たっては、同じく、標準化された
部品・中間財の生産を、同じく、規模の経済を達成しながら行う、多くの部品
供給者が、市場に存在しているので、情報の非対称性は小さくなり、その結果、
部品・中間財調達に際しての市場取引費用は大きく削減され、企業内取引は縮
小し、市場取引が拡大する。こうした部品・中間財の市場調達に当たっては、
多様な国際自由貿易投資協定の恩恵も享受して、充実した、自国内外の、十分
に信頼できる裾野産業を利用できるために、規模の経済達成による生産コスト
の削減に加えて、輸送費用、関税費用、および、取引費用を、大幅に削減でき
る。総費用（輸送費等を含む生産費用＋取引費用）の削減に伴い、最終製品の
価格が、低下すれば、当該製品に対する需要は、個々の売手が、価格支配力を
持たなくなるまで大規模になる。
②　一方、新たな財・サービスの創発が頻発し、これらの標準化・汎用品化のペー
スを上回る場合には、標準化された部品・中間財の市場供給が不十分であり、
言い換えると市場の範囲・機能が限定されているため、市場取引に比べて、企
業内取引のウエイトは相対的に大きい。すなわち、既存製品の標準化のペース
よりもイノベーションの進展のペースの方が早ければ、新製品の市場が次々と
大規模に創出され、これら新製品にかかる中間財市場では、信頼できる部品・
中間財サプライヤーが未発達であるため、部品・中間財調達に際しての市場取
引費用は企業内取引費用よりも大きい。すなわち、イノベーションを起こした
企業内で内製した方が、リスクが少ない。この結果、市場取引に比べて、企業
内取引のウエイトは相対的に大きい。新製品の開発および生産に当たって十分
な能力があり、かつ信頼性の高い外部の研究機関・部品企業等は、存在しない
市場の組織、企業の組織、それらのイノベーションへの含意（手島）
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ために、企業内調達のウエイトは必然的に大きくなる。
　　　但し、外部の研究所・大学等の研究能力が充実し、高度の裾野産業が存在し
ていれば、こうした外部組織を、新製品の創出に際しても利用する割合は高く
なる。その意味で、構造的に市場の機能を高めることは、市場取引の拡大につ
ながる。
R.N. Langlois（ラングロア）は、その著書、『「見えざる手」から「見える手」へ。そして
「消えゆく手」へ』の中で、概略、次のように論じている。
「技術革新を実現できる企業が少数の大規模企業に限られており、信頼できる部品企業等が
存在しないという意味で市場が未成熟であれば、巨大企業による垂直統合が進む。十分に信
頼できる部品企業等が存在しないため、企業内で内製しようとするためである。しかし、企
業の外部に、すなわち、市場に信頼できる有力な部品企業等が育ってくれば、これら巨大な
垂直統合型企業も、外注を選択するようになり、垂直統合企業の企業内取引の領域は減少し
て、市場調達・市場取引が多くなる。すなわち、市場が発展して整備されれば、市場取引の
役割が大きくなり、企業内取引のウエイトは減少する。」
また、先のチェスブローは、同じく、「オープン・イノベーション」の中で、研究開発の外
注について、概略、次のように論じている。
「大学、研究所、研究開発型の新規小規模企業等の企業外部の研究開発組織とそのネットワ
ークの蓄積が大きくなれば、元々巨大企業の垂直統合型組織の中で行われていた企業内の研
究・開発活動の役割は縮小し、外部の研究開発組織への外注が多くなる。」
チェスブローもラングロアも、企業外部の組織（研究開発型の企業や部品企業等）が、成
長し、それらとのネットワークが拡大すれば、新しいイノベーションを起こす際にも、企業
内取引は拡大する必要はなく、市場取引が機能するし、そのウエイトが大きくなるとしてい
る。但し、ここでの市場取引は、完全競争市場における取引ではなく、品質・価格両面での
競争による取引である。
また、イノベーションを起こしやすい企業組織について、初期のシュンペーターは、イノ
ベーションを創発しようとすると、様々なリスクや不確実性に直面することとなるが、こう
したリスクに耐えるためには、企業組織は多事業部門を持つ巨大企業の方が適していると論
じた。しかし、後期のシュンペーターでは、市場が整備されていれば、リスクや不確実性は
減るので、巨大企業である必要はない、としている。
しかしながら、筆者の見方では、新たな財・サービスの創発が、既に整備された外部の研
究開発組織や、部品調達企業で対応できる範囲であれば、チェスブロー、ラングロア、シュ
ンペーターの論旨には妥当性があるが、そうした既存の組織・企業では対応できない、新し
い財・サービスの創発も、当然考えられる。
むしろそうした斬新な財・サービスの創発こそ真の「革新的イノベーション」といえる。
こうした斬新な財・サービスの創発が頻発し、これらの標準化・汎用品化のペースを上回る
場合には、やはり、上記　②　のプロセスが、機能する。
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（2.3）市場と企業の代替性・補完性と企業組織の在り方
（2.3.1）ポスト・フォーディズム型垂直統合組織の優位性とその限界：現代の市場競争 I 型
上記（.2）で論じた製品のライフ・サイクルで、需要サイドの汎用品化が急激には進まな
い自動車産業等においては、世界市場がいくつかの巨大企業グループによって、分割占有さ
れる「現代の市場競争 I 型」が成立する。拙稿「企業の競争力、イノベーションおよび「資
産利用型の直接投資」と「資産獲得型の直接投資」の統合のための「ポスト・フォーディズ
ム型組織」の変革」等 xv で詳細に論じているように、（新興国市場等の）需要増加により、こ
うした巨大企業グループ間で、競争圧力が働くときは、これら企業の供給する差別化された
財の間でも価格・コスト面での競争が生ずる。日本企業には、「より低コスト・低価格で、よ
り高品質の製品」を開発・供給しようとする「持続的な革新的イノベーション」xvi を生ずるモ
チベーションが常に存在するために、ライバル企業よりも優位にある。この「持続的な革新
的イノベーション」は、「短期の機会主義的行動によって得る利益よりも、安定的な取引を長
期間にわたって続けることによって得る利益の方を重視する」という「日本型選好」xvii のも
とで、特殊度の高い財・サービス調達に当たって、日本企業は「取引費用最小化」可能であ
ること基づくものである。その詳細については、拙稿、『多国籍企業の「機会主義的行動」と
「信頼感の醸成」の最適解」に向けて』等 xviii 等で詳細に論じているが、出来るだけ簡略に言
えば次の通りである。
「新製品の開発」等の、「資産としての特殊性が非常に大きい財・サービス（最終製品およ
び部品等の中間財）」の調達に際しては、市場でこれを調達するときの市場取引費用は、企業
内でこれを調達するときの企業内取引費用に比べて、はるかに大きくなるため、当該企業は、
企業内調達を選択するはずである（ウイリアムソン 、チェスブロー 200 等）。
しかし、ここで筆者が見出したのは、そうした「資産としての特殊性が非常に大きい財・
サービス」がいくつかの主要部分に分割され、しかもその主要部分もまた、「資産としての特
殊性が非常に大きい財・サービス」である場合には、そのすべてを企業内で調達するよりも、
特に資産の特殊性の高い主要部分については企業内で調達し、それ以外の部分については、
市場で調達することによって、取引費用（市場取引費用プラス企業内取引費用）を最小化で
きることである。但し、その場合、資産の特殊性の相対的に低い部分につき外注する企業も、
また、外注を受ける企業も、それら企業内の経営者も従業員も、全て、上記の「日本型選好」
に従って行動することが条件である。その場合にのみ、上記のような取引費用最小化が達成
できる。この証明は筆者の拙稿、『多国籍企業の「機会主義的行動」と「信頼感の醸成」の最
適解」に向けて」』等 xix で、詳細に論じられている。一方、企業内及び企業間で「日本型選
好」が選択されず、「安定的な取引を長期間にわたって続けることによって得る利益よりも、
短期の機会主義的行動によって得る利益の方を重視する」という「非日本型選好」が行われ
るときには、ウイリアムソン（）に論じられている通り、当該「資産としての特殊性が
非常に大きい財・サービス」をすべて企業内で内製した方がベターである。但し、この時の
取引費用は、「日本型選好」の下で、日本企業が達成した、「最小化された取引費用」よりも
大きくなる。
さらに、日本企業は、「日本型選好」の下で、企業内及び企業間の信頼度を日々上げること
ができるため、製品および生産工程の改善によって、最終製品および部品等の品質改善及び
総費用（輸送費用等を含む生産費用＋取引費用）削減のモチベーションが常に働く。その結
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果、「持続的な革新的イノベーション」を実現できる。（図３のA点からB点への動き）
 日米欧のライバル企業は当初、同等の最新技術の下で、同等の規模の経済を達成し、同等の
長期限界総費用（生産費用 + 取引費用、以下同じ）＝長期平均総費用を共有していたとして
も、日本企業は、上記のように、複合財としての特殊品の調達に際して「日本型選好」に基
づき、「取引費用最小化」と「持続的な革新的イノベーション」を同時達成できるため、「よ
り高品質であり、かつ、より低価格の財・サービスを供給する」ことが可能である。このよ
うに、「日本型選好」に基づく日本企業の競争力をフルに発揮させる企業組織の在り方を筆者
は「ポスト・フォーディズム型垂直統合組織（ポスト・フォーディズム型組織）」と命名し
た。
欧米企業は、一層の標準化・規模の経済の達成等により、長期限界総費用＝長期平均総費
用の低減を目指すが、供給および需要の両面から、製品および部品共に高度の特殊品である
という産業の特性が変わらない限り、日本企業は「現代の市場競争 I 型」をリードできる。
　但し、全く新しいコンセプトの自動車（電気自動車等）の需要が急速に高まって、「急進的
な、事前的な、トップダウンによる革新的イノベーション（急進的な革新的イノベーション）」xx
が出現することよって、自動車産業の需要・供給面での特性が大きく変われば、日本企業の
優位性は失われる可能性はある。
　この点に関連し、「ポスト・フォーディズム型組織」には、「急進的な革新的イノベーショ
ン」を起こしにくいという大きな弱点があることを指摘せざるを得ない。
　「日本型選好」を持つ人材や企業には、「取引費用の最小化」と「持続的な革新的イノベー
ション」を達成できるという大きな優位性がある一方、リーダーシップや独創性を強く主張
するよりも組織内の調和を重視する、ハイリスク・ハイリターンよりも、ローリスク・ロー
図３　 「ファースト・ベスト市場」「セカンド・ベスト市場」とイノベーション（手島茂樹、
20）
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リターンを好む等の顕著な特性がある。そうした特性を持つ人材が企業のトップになるとい
う強い傾向もみられる。
　しかしながら、イノベーションが主導するダイナミックな経済発展を遂げる現代の世界経
済において、ハイリスク、ハイリターンな「急進的な革新的イノベーション」の遂行を行う
ためには、企業トップによる強力なリーダーシップが必要となることが多い。「ポスト・フォ
ーディズム型垂直統合組織」においては、そうした強力なリーダーシップを持つ人材を企業
内部で育成しにくく、また、そうした人材を外部から招聘する際にも困難なことが多い。
　この点が、先進国型の、イノベーションによる経済成長をベースとする日本経済にとって
は、大きな課題になる。
　それと関連するが、「取引費用の最小化」と「持続的な革新的イノベーション」により「よ
り高品質であり、かつ、より低価格の財・サービスを供給する」ことに優位性を持つ日本企
業は、「より高品質・より低価格」であれば、必然的に、需要は喚起されるものとの考え方
を、根底に持つようになり、新規需要の動向・規模の探索、新規需要の発掘に対する熱意が、
相対的に鈍くなる可能性がある。これも大きな課題である。
（2.3.2）垂直分離モデル：現代の市場競争 I 型と II 型
　米国企業等の新製品創出企業は、「急進的な、事前の革新的イノベーション」によって、新
製品の新市場を「突然」産み出す。これら企業（中核企業）は、当初より製品の急速な汎用
品化を見込んだ上で、新製品の価値の核心部分である、中核的なアーキテクチュアや部品等
については、これを巧みに秘匿し、製品製造企業に独占供給することによって、製品が上げ
る利益の過半を確保する、といわれる。中核企業は、「意図して」「破壊的イノベーション」
を推進し、標準化された製品の生産に必要な技術移転を行って、ホンハイ等の EMS 企業に生
産を担当させる。すなわち、自社がリーダーシップをとってアーキテクチュアを構築し、バ
リューチェインとエコシステムの構造を決定する。
　『多国籍企業の「機会主義的行動」と「信頼感の醸成」の最適解」に向けて』xxi 等で詳細に
論じているように、中核企業と製品製造企業との関係が「現代の市場競争 II 型」であり、こ
れは、製品の中核部分についての、中核企業による供給独占市場である。
　これに対し、製品製造企業は、「破壊的イノベーション」とハイリスク・ハイリターンの大
規模設備投資により、一定品質を確保したうえで、激しい価格競争を行う。これが「現代の
市場競争 III 型」である。供給者は、常にライバル企業による一層の破壊的イノベーションと
新規設備投資による「より高い品質、より低いコスト」への競争圧力のもとにある。ここで
は、一層の低価格化とより大規模な生産の中で、少数の有力企業が生き残る可能性がある。
一言でいえば、独占的競争を行いながら、長期で見た、「連続的な破壊的イノベーションを伴
う収穫逓増（費用逓減）の過程をたどる「供給サイドの汎用品化」のプロセスである。
　急速な汎用品化が生ずる市場、言い換えれば、製品のライフ・サイクルが急激に加速する
産業では、日本企業の「ポスト・フォーディズム型組織」よりも「垂直分離モデル」の方が、
柔軟かつ効果的に対応できる。一方、製品製造企業にとっては、いつ、どのような契機で、
自ら革新的イノベーションを行う中核企業に転換できるかが重大な課題である。
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Ⅲ．市場、企業と政府・公的部門との代替関係と補完関係
（3.1）情報の非対称生のもとでの市場競争と契約の在り方及び政府・公的部門の役割
　（.）で論じたように、完全競争市場が実在すれば、政府の役割は最小化される。何故な
ら、経済取引当事者（契約当事者）間に相互の信頼関係が全くなくても、全ての当事者にと
って、情報が完全であり、売手の数と買手の数とが無数であれば、取引相手が機会主義的に
行動する余地は全くなく、また当該当事者（企業）自身も、機会主義的に行動する余地は全
くないからである。このため、契約当事者間の機会主義を契約によって完全に防ぐことので
きる完備契約 xxii を頂点とする精緻な内容の契約書は必要とせず、契約の主要項目のみを明示
した簡素な契約書で十分である。完全競争市場で構成される経済社会であれば、法体系・法
制度も非常に簡素なものとなる。すなわち、政府・公的部門の役割は最小限で済む。
　しかし、「革新的イノベーション」によって新市場が創出された場合、あるいは、財・サー
ビスを供給する売手企業の差別化政策が十分に成功している等の事情により、当該財・サー
ビスの「特殊度」が十分に高く、売手と買手の間で情報の非対称性が発生し、あるいは、売
手同士、あるいは、買手同士の間で情報の非対称性が発生している場合には、契約当事者間
で機会主義的に行動する余地が大きくなり、言い換えると、契約当事者間相互に、契約相手
側による機会主義的行動によって生ずる取引費用増大のリスクが高まる。こうした機会主義
的行動を契約上の規定によって防ごうとしても、現実には、不可能である。すなわち、完備
契約は存在しない。契約書は成文化されたものであり、成文の内容がいかに完璧であっても、
成文化されていないことまで規定・規制することはできない。一方、典型的な機会主義的行
動とは、情報の非対称性を利用して、成文化されていない行動を起こすことによって、取引
相手を出し抜き、機会主義的な利益を得ることだからである。
　しかし、完備契約は存在しないとはいっても、現実には、未整備の契約よりは、より整備
された契約の方が相手側の機会主義のリスクは少ないので、取引費用削減のため、成文契約
の内容整備及び法体系・法規の整備が、日進月歩で進められることになる。こうした状況の
下での政府・公的部門の関わり・役割は大きい。
　たとえ不完備ではあるにしても、より整備された契約の下で、相互に機会主義的リスクを
それほど経験することなく、経済取引を継続的に、あるいは、繰り返し行うことができれば、
当事者間の信頼関係が醸成され、そうした期間が長期化するほど、相互の信頼感は強化され
る。ここで、機会主義的行動を回避するモチベーションとなるのは、社会的信用を積み重ね
ることによる新しいビジネス機会の獲得、言い換えれば、機会主義的行動が引き起こす社会
的信用の毀損によってもたらされるビジネス機会の損失によるマイナスである。機会主義的
行動によって、明示的あるいは暗黙の契約違反を行い、これが関係当事者及び社会全体に直
ちに知れ渡って、当該企業の社会的信用を傷つけるような場合には、当該企業にとってその
損失は莫大であり、機会主義的利益を大きく凌駕する。この点は、日本社会においても欧米
社会においても同様である。
　但し、日本社会においては、暗黙的契約の割合が大きく、一方、欧米社会においては、明
示的契約の部分が大きいことに、大きな違いがある。この違いのベースになっているのが、
（2.3）で論じた「日本型選好」と「非日本型選好」の相違である。
　このため、欧米社会においては、可能な限り明示的な了解・約束事項を多く含む詳細かつ
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厳密な契約を結ぶモチベーションが契約当事者間で強く働く。これに伴い、法体系・法制度
も一層整備されざるを得ない。企業間の取引関係は、こうしたより精緻な法体系・法制度の
もとで、より厳密・詳細な契約書を志向するようになる。契約書は、一層明確に取引内容を
定義した曖昧さの少ないものになっていく。
　一方、日本社会においては、暗黙的合意に基づく経済取引が多いがゆえに、契約書そのも
のは比較的コンパクトであり、契約内容の詳細については、定められていないことが多い。
契約内容の明確な定義がないために、契約内容の事実上の変更についても、契約当事者同士
の実質的合意があれば、比較的容易に対応しやすい。ここでは、機会主義的行動の余地は欧
米社会に比べるとはるかに多いが、現実にはそれほど大きな問題にならないことが多いよう
に見られる。これは、先に述べたように、継続取引の積み重ねによる信頼関係の醸成の方が、
機会主義的行動による利益獲得よりも重要であるとみなされる上記の「日本型選好」による
ものと考えられる。
　一方、これに対し、欧米社会では、相対的に、継続取引の積み重ねによる信頼関係の醸成
よりも、機会主義的行動による利益獲得の方が重要であるとみなされる「非日本型選好」が
一般的である。このため、上記の通り、より厳密な契約書の存在が必要である。
　このように考えれば、日本企業が海外事業展開を行い、多くの場合、「非日本型選好」を持
つ投資先国の企業・人員等と交渉を行う時、交渉相手先が「非日本型選好」をもち、厳密な
契約書に基づく交渉に慣れた取引相手であることを念頭に置かず、日本国内におけるのと同
様の簡易な契約を交わせば、大きな取引費用（相手側にとっての機会主義的利益）を支払わ
ねばならないのは、自明のことと思われる。
（3.2）イノベーション創発企業と政府・公的部門の関わり
　法制度面でのインフラストラクチュアに加えて、現実に、政府・公的部門の役割が大きい
のは、イノベーションの分野である。
その一つの典型例は、米国であり、先のチェスブロー xxiii によれば、第二次大戦中に、当時
のフランクリン・ルーズベルト大統領のリーダーシップによって、連邦政府とアカデミズム
と産業界との間のリンクを強化することの重要性が強調され、軍事科学を民生の向上に役立
てること、および、科学者の数を増やし、公的及び民間部門の研究活動を促進するために、
基礎研究のための資金を、政府が大学に提供し、一方、実業界及び軍は、主に、応用技術に
注力することが強調された。 年までは、こうした政府の供給する研究開発資金は、産業
界のそれよりも大であり、それ以降は、産業界が資金の最大の提供者となった。
それまで高度な垂直統合体制による巨大企業によって行われた企業内研究開発の前提は、
企業外部には適切な代替物がなく、しかも、これら企業は圧倒的に有利な市場を構築してお
り、研究開発の規模の経済を十分に生かし、大きな事業成果を上げることができたことであ
った。
一方、その課題は、基礎研究部門は、その性格上、コスト・センターであり研究者のひら
めきに負うところが大きく、市場化・計画化が困難であるのに対し、開発部門は、プロフィ
ット・センターであり基礎研究部門の成果をいかに速やかに具体的に市場化し、新しい財・
サービスを産み出すかであり、予算と時間と目標で厳しく縛られていることであった。研究
部門と開発部門の関係は分離され、研究部門の成果は開発部門が必要とするまで、知的財産
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権として未使用のまま長期間厳格に保蔵され、死蔵された、とされる。
上記の米国政府の新政策は、0 年代以降、効果を現し、理科系の学部卒および大学院卒
の人材の数が急増し、その結果、こうした研究開発人材の労働市場における流動性が高まり、
高度人材市場が発達した。これにともない、これまで大規模企業の研究開発組織の中に封じ
込められていた情報は、サプライヤー、大学、顧客、パートナー、コンサルタント、起業家
等に広く拡散し、多くの起業が行われるようになった。いわば、巨大企業の中央研究所によ
るクローズド・イノベーションの黄金時代の終結であり、クローズド・イノベーションから
オープン・イノベーションの時代へと変わった、とされる。
筆者は、以前、日本の大手 IT エレクトロニクス企業 F 社に、面談した際、次のような述解
を聞いたことがある。「当社は大規模な中央研究所を擁し、優秀な若手人材を毎年雇用し、膨
大な予算をかけて、研究開発に努めているが、なかなか、これは、という成果が出てこない。
これに対し、米国のシリコンバレーでは、起業したばかりの若手、あるいは学部の在学生か
らすら、これは面白いというものが次々と出てくる。なぜ、なんでしょうかね。」というもの
であった。
（2.3.）で論じたように、日本企業の「ポスト・フォーディズム型組織」には伝統的な垂直
統合組織にみられない、「取引費用最小化」という大きな強みがあり、「持続的な革新的イノ
ベーション」も実現できる。しかし、市場環境が大きく変わろうとしているときには、「急進
的な革新的イノベーション」を引き起こすことが、必要であり、（2.3.2）で論じたように、こ
の分野では、垂直分離モデルにおける中核企業に圧倒的に優位性がある。
民間のイノベーション促進のために、政府が関与しようとする場合、「日本型選好」の人材
よりなる「ポスト・フォーディズム型組織」が経済の主力である日本では、「非日本型選好」
を持つ人材とこれらが構成する企業組織よりなる米国に比べて、成功のための課題は、はる
かに多いことを認識して政策立案すべきである。端的にいって、米国の単なる模倣では、成
功する可能性は低いことが懸念される。
Ⅳ．終章：結論
　本稿では、我々が現実に活動している経済では、「現代の市場競争 I、II、III 型」による市
場競争が、例外的事象ではなく、むしろ、常時、その大半を占めること、それは、個々の財・
サービスのプロダクト・ライフ・サイクルを考えれば、当然であることを明らかにした。
　ここで留意しなければならないのは、多くの産業分野で、需要・供給両面での汎用品化が
急速に進んでいることである。
　こうした急速な汎用品化の下では、「急進的な革新的イノベーション」を引き起こす中核企
業は、製品の価値を支配し、ブランドの価値を定める。具体的には、製品・部品の根幹とな
るハードウエアおよびソフトウエアを、製品・部品の製造企業に対して独占供給することに
より、圧倒的な優位に立つ（「現代の市場競争 II 型」）。その結果、新製品は急速に標準化さ
れ、汎用品化しても、中核企業が新しい「急進的な革新的イノベーション」を引き起こす限
り、中核企業の優位は変わらない。これに対し、製品・部品の製造企業は、破壊的イノベー
ションと積極的な大規模設備投資を、ハイリスクの下で、実現しなければ、厳しい価格競争
に勝ち抜くことはできない（「現代の市場競争 III 型」）。こうした状況の下では、製品・部品
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の製造企業の中には、中核企業を目指すものも出てこよう。また、中核企業にならないとし
ても、競合先企業との関係で、単なる価格競争ではなく、何らかの差別化競争を行うことを、
これら製造企業は考えるであろう。現実の経済では、常に、価格と品質の両面から競争が行
われ、企業は常に、価格での競争よりも、品質面での競争、すなわち、差別化競争を志向す
るというのが現実の利潤極大化企業の行動である。そうした行動が成功するためには、価格
を  単位引き上げるごとに、付加価値（より高い品質）の増加分の逓増を達成する必要があ
る。図３の、供給側の技術体系 TT 曲線および T2T2 曲線（各々、一定の供給能力を表す）
が、原点に対して凸の形をしているのは、そのためである。一方、需要側は、高価格になれ
ばなるほど、価格変化が需要動向に及ぼす影響は小さくなる。すなわち、価格が  単位引き
上げられるごとに、それを相殺するために必要な、付加価値（より高い品質）の増加分は逓
減する。図３の、需要側の特性を表す、FF 曲線、F2F2 曲線および SS 曲線（各々、一定
の購買力を表す）が、原点に対して凸の形をしているのは、そのためである。
　一方、需要・供給両面での汎用品化が、急速には進まない産業もある。その場合には、自
動車産業にみられるように、数社の企業グループが世界市場を分割する寡占市場となり、自
社の市場に関しては、各々が超過利潤を上げることが可能である。
　ここでは、「持続的な革新的イノベーション」を行う、日本企業が優位を保つ（「現代の市
場競争 I 型」）。ライバル企業グループは、一層の部品標準化等による、より大きな規模の経
済達成により、これに対抗することになる。
　現代の市場競争 I、II、III 型のいずれにおいても、革新的イノベーションを引き起こすこと
が、最も重要であり、革新的イノベーションのモチベーションとして、市場の需要動向の不
確実性（予想不可能なものも含め）を踏まえて、あえて、巨額の研究開発投資を行う能力と
資金力と起業家精神とが必要となる。これを実現するためには、現代の市場競争 I および II
型にみられる超過利潤と、厳しい競争圧力（特に、隣接する異業種間の競争圧力：図３にお
いて、「革新的イノベーション」としての、TT から T2T2 へのシフトは、隣接する異業種
間競争の結果とも考えられる）が前提となる。
　こうしたイノベーションの現実を、的確に見極め、政策対応を考えることが必要である。
例えば、先行研究で筆者が指摘したように、現代の市場競争 II および III 型においては、中核
企業と製品・部品の製造業企業との間で、また、中核企業の所有者・経営者と一般消費者と
の間で、所得格差が大きく広がる可能性が大きい。これに比べれば、現代の市場競争 I 型で
は、そうした格差拡大効果は相対的に少ないと思われる。
　世界経済全体が、イノベーション（革新的イノベーション、破壊的イノベーション、漸進
的イノベーション等）に依拠していることを改めて想起しつつ、適正な超過利潤が連続的な
イノベーションを引きおこし、それが、長期的に持続可能な「イノベーションによる成長」
を達成するためのメカニズムをより具体的に明らかにすることが筆者の次の課題である。　
 （以上）
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